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○ 教育基本法（抜粋）

（平成18年12月22日法律第120号）

（社会教育）

第12条 個人の要望や社会の要請にこたえ、社会において行われる教育は、国及び地方公

共団体によって奨励されなければならない。

２ 国及び地方公共団体は、図書館、博物館、公民館その他の社会教育施設の設置、学校

の施設の利用、学習の機会及び情報の提供その他の適当な方法によって社会教育の振興

に努めなければならない。

（学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協力）

第13条 学校、家庭及び地域住民その他の関係者は、教育におけるそれぞれの役割と責任

を自覚するとともに、相互の連携及び協力に努めるものとする。
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○ 社会教育法（抜粋）

〔昭和24年６月10日法律第207号〕

（社会教育の定義）

第２条 この法律において「社会教育」とは、学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）又は就

学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成 18 年法律第

77 号）に基づき、学校の教育課程として行われる教育活動を除き、主として青少年及び成

人に対して行われる組織的な教育活動（体育及びレクリエーシヨンの活動を含む。）をい

う。

（国及び地方公共団体の任務）

第３条 国及び地方公共団体は、この法律及び他の法令の定めるところにより、社会教育の

奨励に必要な施設の設置及び運営、集会の開催、資料の作製、頒布その他の方法により、

すべての国民があらゆる機会、あらゆる場所を利用して、自ら実際生活に即する文化的教

養を高め得るような環境を醸成するように努めなければならない。

２ 国及び地方公共団体は、前項の任務を行うに当たつては、国民の学習に対する多様な需

要を踏まえ、これに適切に対応するために必要な学習の機会の提供及びその奨励を行うこ

とにより、生涯学習の振興に寄与することとなるよう努めるものとする。

３ 国及び地方公共団体は、第１項の任務を行うに当たつては、社会教育が学校教育及び家

庭教育との密接な関連性を有することにかんがみ、学校教育との連携の確保に努め、及び

家庭教育の向上に資することとなるよう必要な配慮をするとともに、学校、家庭及び地域

住民その他の関係者相互間の連携及び協力の促進に資することとなるよう努めるものとす

る。

（市町村の教育委員会の事務）

第５条 市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会は、社会教育に関し、当該地方

の必要に応じ、予算の範囲内において、次の事務を行う。

(１)社会教育に必要な援助を行うこと。

(２)社会教育委員の委嘱に関すること。

(３)公民館の設置及び管理に関すること。

(４)所管に属する図書館、博物館、青年の家その他の社会教育施設の設置及び管理に関す

ること。

(５)所管に属する学校の行う社会教育のための講座の開設及びその奨励に関すること。

(６)講座の開設及び討論会、講習会、講演会、展示会その他の集会の開催並びにこれらの

奨励に関すること。

(７)家庭教育に関する学習の機会を提供するための講座の開設及び集会の開催並びに家庭

教育に関する情報の提供並びにこれらの奨励に関すること。

(８)職業教育及び産業に関する科学技術指導のための集会の開催並びにその奨励に関する

こと。

(９)生活の科学化の指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。

(10)情報化の進展に対応して情報の収集及び利用を円滑かつ適正に行うために必要な知識

又は技能に関する学習の機会を提供するための講座の開設及び集会の開催並びにこれら

の奨励に関すること。

(11)運動会、競技会その他体育指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。

(12)音楽、演劇、美術その他芸術の発表会等の開催及びその奨励に関すること。

(13)主として学齢児童及び学齢生徒（それぞれ学校教育法第 18 条に規定する学齢児童及び

学齢生徒をいう。）に対し、学校の授業の終了後又は休業日において学校、社会教育施
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設その他適切な施設を利用して行う学習その他の活動の機会を提供する事業の実施並び

にその奨励に関すること。

(14)青少年に対しボランティア活動など社会奉仕体験活動、自然体験活動その他の体験活

動の機会を提供する事業の実施及びその奨励に関すること。

(15)社会教育における学習の機会を利用して行つた学習の成果を活用して学校、社会教育

施設その他地域において行う教育活動その他の活動の機会を提供する事業の実施及びそ

の奨励に関すること。

(16)社会教育に関する情報の収集、整理及び提供に関すること。

(17)視聴覚教育、体育及びレクリエーションに必要な設備、器材及び資料の提供に関する

こと。

(18)情報の交換及び調査研究に関すること。

(19)その他第３条第１項の任務を達成するために必要な事務

２ 市町村の教育委員会は、前項第 13 号から第 15 号までに規定する活動であつて地域住民そ

の他の関係者（以下この項及び第９条の７第２項において「地域住民等」という。）が学校

と協働して行うもの（以下「地域学校協働活動」という。）の機会を提供する事業を実施す

るに当たつては、地域住民等の積極的な参加を得て当該地域学校協働活動が学校との適切な

連携の下に円滑かつ効果的に実施されるよう、地域住民等と学校との連携協力体制の整備、

地域学校協働活動に関する普及啓発その他の必要な措置を講ずるものとする。

３ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 23 条第１項の条

例の定めるところによりその長が同項第１号に掲げる事務（以下「特定事務」という。）を

管理し、及び執行することとされた地方公共団体（以下「特定地方公共団体」という。）で

ある市町村にあつては、第１項の規定にかかわらず、同項第３号及び第４号の事務のうち特

定事務に関するものは、その長が行うものとする。

（社会教育関係団体の定義）

第 10 条 この法律で「社会教育関係団体」とは、法人であると否とを問わず、公の支配に属

しない団体で社会教育に関する事業を行うことを主たる目的とするものをいう。

（国及び地方公共団体との関係）

第 12 条 国及び地方公共団体は、社会教育関係団体に対し、いかなる方法によつても、不当

に統制的支配を及ぼし、又はその事業に干渉を加えてはならない。

（審議会等への諮問）

第13条 国又は地方公共団体が社会教育関係団体に対し補助金を交付しようとする場合には、

あらかじめ、国にあつては文部科学大臣が審議会等（国家行政組織法（昭和 23 年法律第 120

号）第８条に規定する機関をいう。第 151 条第３項において同じ。）で政令で定めるもの

の、地方公共団体にあつては教育委員会が社会教育委員の会議（社会教育委員が置かれて

いない場合には、条例で定めるところにより社会教育に係る補助金の交付に関する事項を

調査審議する審議会その他の合議制の機関）の意見を聴いて行わなければならない。

（社会教育委員の設置）

第 15 条 都道府県及び市町村に社会教育委員を置くことができる。

２ 社会教育委員は、教育委員会が委嘱する。

（社会教育委員の職務）

第 17 条 社会教育委員は、社会教育に関し教育委員会に助言するため、次の職務を行う。

(１)社会教育に関する諸計画を立案すること。
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(２)定時又は臨時に会議を開き、教育委員会の諮問に応じ、これに対して、意見を述べる

こと。

(３)前２号の職務を行うために必要な研究調査を行うこと。

２ 社会教育委員は、教育委員会の会議に出席して社会教育に関し意見を述べることができ

る。

３ 市町村の社会教育委員は、当該市町村の教育委員会から委嘱を受けた青少年教育に関す

る特定の事項について、社会教育関係団体、社会教育指導者その他関係者に対し、助言と

指導を与えることができる。

（社会教育委員の委嘱の基準等）

第 18 条 社会教育委員の委嘱の基準、定数及び任期その他社会教育委員に関し必要な事

項は、当該地方公共団体の条例で定める。この場合において、社会教育委員の委嘱の基準

については、文部科学省令で定める基準を参酌するものとする。
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○ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋）

〔昭和31年６月30日法律第162号〕

（教育委員会の職務権限）

第 21 条 教育委員会は、当該地方公共団体が処理する教育に関する事務で、次に掲げる

ものを管理し、及び執行する。

(１)教育委員会の所管に属する第 30 条に規定する学校その他の教育機関（以下「学校

その他の教育機関」という。）の設置、管理及び廃止に関すること。

(２)教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の用に供する財産（以下「教育財

産」という。）の管理に関すること。

(３)教育委員会及び教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員の任免そ

の他の人事に関すること。

(４)学齢生徒及び学齢児童の就学並びに生徒、児童及び幼児の入学、転学及び退学に関

すること。

(５)教育委員会の所管に属する学校の組織編制、教育課程、学習指導、生徒指導及び職

業指導に関すること。

(６)教科書その他の教材の取扱いに関すること。

(７)校舎その他の施設及び教具その他の設備の整備に関すること。

(８)校長、教員その他の教育関係職員の研修に関すること。

(９)校長、教員その他の教育関係職員並びに生徒、児童及び幼児の保健、安全、厚生及

び福利に関すること。

(10)教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の環境衛生に関すること。

(11)学校給食に関すること。

(12)青少年教育、女性教育及び公民館の事業その他社会教育に関すること。

(13)スポーツに関すること。

(14)文化財の保護に関すること。

(15)ユネスコ活動に関すること。

(16)教育に関する法人に関すること。

(17)教育に係る調査及び基幹統計その他の統計に関すること。

(18)所掌事務に係る広報及び所掌事務に係る教育行政に関する相談に関すること。

(19)前各号に掲げるもののほか、当該地方公共団体の区域内における教育に関する事務

に関すること。

○ 生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律（抜粋）

〔平成２年６月29日法律第71号〕

（市町村の連携協力体制）

第 11 条 市町村（特別区を含む。）は、生涯学習の振興に資するため、関係機関及び関係

団体等との連携協力体制の整備に努めるものとする。
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○ 春日部市社会教育委員条例〔平成17年10月１日条例第179号〕

（設置）

第１条 社会教育法（昭和24年法律第207号）第15条の規定に基づき、春日部市社会教育委

員（以下「委員」という。）を置く。

（委員）

第２条 委員は、15人以内とする。

２ 委員は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を行う者並び

に学識経験者のうちから、春日部市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が委嘱す

る。

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

４ 教育委員会は、任期中においても特別の事由があるときは、委員の委嘱を解くことが

できる。

５ 委員は、再任されることができる。

（委任）

第３条 この条例に定めるもののほか、委員に関し必要な事項は、教育委員会が定める。

附 則

この条例は、平成17年10月１日から施行する。
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○ 春日部市社会教育委員会議規則

〔平成17年10月１日教育委員会規則第32号〕

（趣旨）

第１条 春日部市社会教育委員（以下「委員」という。）の会議は、この規則の定めると

ころによる。

（招集）

第２条 会議は、教育長が招集する。

（会議）

第３条 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。

（付議事項）

第４条 会議に付議すべき事項は、あらかじめ委員に通知するものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、急施を要する事項が生じたときは、あらかじめ委員に通知

することなく、これを会議に付議することができる。

（委員長及び副委員長）

第５条 会議に委員長１人及び副委員長２人を置き、委員の互選によりこれを定める。

２ 委員長及び副委員長の任期は、２年とする。ただし、委員長又は副委員長に欠員を生

じたときに新たに指名された委員長又は副委員長の任期は、前任者の残任期間とする。

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理し、会議の議長となる。

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。

（意見具申）

第６条 会議の結果、教育委員会に対して意見を述べる場合は、文書により行うものとする。

（小委員会）

第７条 会議の運営上必要があると認めるときは、小委員会を置くことができる。

２ 小委員会は、職務を行うために必要な研究調査及び付議事項の事前協議を行うものと

する。

（庶務）

第８条 会議及び小委員会の庶務は、教育委員会事務局社会教育部社会教育課において処

理する。

（その他）

第９条 この規則に定めるもののほか、会議又は小委員会の運営に関し必要な事項は、会

議が別に定める。

附 則

この規則は、平成 17 年 10 月１日から施行する。

附 則（平成 27 年３月 25 日教委規則第２号）

この規則は、平成 27 年４月１日から施行する。

附 則（令和３年３月 26 日教委規則第６号）

この規則は、令和３年４月１日から施行する。
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○ 春日部市社会教育委員会議運営要領

（趣旨）

第１条 この要領は、春日部市社会教育委員会議規則（平成 17 年教育委員会規則第 32 号。

以下「規則」という。）第９条の規定に基づき、春日部市社会教育委員会議（以下「会議」

という。）の会議運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（基本方針）

第２条 会議の運営に際しては、住民の意見の反映と公平で公正な協議の推進に努めるも

のとする。

（委員長等の責務）

第３条 会議の委員長（以下「委員長」という。）は、副委員長と連携しながら、効率的に

会議を運営することに努めなければならない。

２ 会議の会議録の署名は、委員長が行うものとする。ただし、委員長が不在その他の理

由によりやむを得ないと認められる場合は、副委員長又は事前に委員長から指名された

委員が、署名を代行できるものとする。

３ 委員は、積極的に審議に参画するとともに、円滑な議事運営に協力しなければならな

い。

（欠席等の届出）

第４条 委員は、会議に出席できないとき、又は遅刻をするときは、あらかじめその旨を

委員長に届け出なければならない。

（議題の宣告）

第５条 会議に付する事案を議題とするときは、議長はその旨を宣告する。

（事案の説明及び質疑）

第６条 会議に付する事案は、事務局職員の説明を聞き、委員の質疑があるときは質疑の

後、会議に諮るものとする。

２ 議長は、簡易若しくは異議がない事案と認めるときは、前項の規定にかかわらず、説

明及び質疑を省略することができる。

（発言の許可等）

第７条 委員の発言は、すべて議長の許可を得た後でなければならない。

２ 発言は、すべて簡明にするものとし、議題外にわたり、又はその範囲を超えてはなら

ない。

（表決）

第８条 会議に付した事案は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。

２ 表決の方法は、挙手等によるものとし、議長は表決の結果をただちに宣告するものと

する。
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３ 前項の規定にかかわらず、議長は、事案について異議の有無を会議に諮ることができ

る。この場合において、議長は、異議がないと認めるときは、可決の旨を宣告する。

（議事の継続）

第９条 延会、中止又は休憩のため事案の議事が中断された場合において、再びその事案

が議題となったときは、前の議事を継続するものとする。

（事務局）

第 10 条 会議の事務局は、教育委員会事務局社会教育部社会教育課とする。

（準用）

第 11 条 会議の公開及び傍聴並びに会議録の作成に係る事項については、春日部市附属機

関等の会議の公開に関する要綱（平成 30 年３月 30 日制定）の例による。

（委任）

第 12 条 この要領に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定

める。

附 則

（施行期日）

１ この要領は、令和３年４月１日から施行する。

（春日部市社会教育委員会議運営要領の廃止）

２ 春日部市社会教育委員会議運営要領（平成 26 年６月 25 日施行）以下「旧要領」と

いう。）は、廃止する。

（経過措置）

３ この要領の施行の日前に、旧要領の規定によりなされた手続きその他の行為は、こ

の要領の相当規定によりなされた手続きその他の行為とみなす。
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○ 春日部市社会教育委員会議傍聴取扱要領

（趣旨）

第１条 この要領は、春日部市社会教育委員会議（以下「会議」という。）の

傍聴に関し必要な事項を定めるものとする。

（傍聴人の定員）

第２条 傍聴人の定員は、５人とする。

（傍聴の手続等）

第３条 会議を傍聴しようとする者は、春日部市附属機関等の会議の公開に関

する要綱（以下「要綱」という。）第９条第１項の規定に基づき、傍聴人受付

簿（要綱様式第３号）に住所及び氏名を記載し、傍聴券（要綱様式第４号）

の交付を受けなければならない。

なお、傍聴席に、児童又は乳幼児の同伴を希望する場合は、必ず、受付け

の際にその旨を申出るとともに、会議の議長（以下「議長」という。）の許可

をあらかじめ受けなければならない。

２ 傍聴の受付けは、会議の開催当日、開催場所において、開催定刻 15 分前

から会議開始時間前までの間に行うものとする。

３ 傍聴の申出をした者が前条に規定する定員を超えた場合は、先着順により

決定するものとする。

４ 会議開始後の傍聴希望者の取扱いについては、これを許可しないものとす

る。

（報道関係者の傍聴に係る手続等）

第４条 報道関係者は、取材等のため会議を傍聴しようとするときは、あらか

じめ許可を受け、前条第１項の手続きを行わなければならない。

２ 前項の規定により許可を受けた者は、会議を傍聴するときは、腕章等を着

用することにより、報道関係者であることを明示しなければならない。

３ 写真撮影、録音をするときは、次の事項を守らなければならない。

(１)会議の運営に支障を来さないこと。
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(２)フラッシュは使用しないこと。

(３)傍聴人を撮影する場合は、必ず傍聴人の許可を得ること。

（傍聴人・報道関係者の退場）

第５条 議長は、会議の進行上必要があると認めたときは、傍聴人及び報道関

係者に対し傍聴の不許可又は退場を命ずることができる。

（その他）

第６条 この要領及び要綱に定めるもののほか、必要な事項は、委員長が定め

る。

附 則

この要領は、平成 30 年６月 22 日から施行する。
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○ 春日部市社会教育関係団体事業費補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、本市における社会教育の振興を図るため、社会教育関係団体が行う事

業に対し、補助金を交付することに関し、必要な事項を定めるものとする。

２ 前項の補助金の交付に関しては、春日部市補助金等の交付手続等に関する規則（平成

17 年規則第 125 号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めると

ころによる。

（定義）

第２条 この要綱において「社会教育関係団体」とは、春日部市全域又はそれに準ずる地域

において活動目的及び活動内容を同じとする団体並びに当該団体で構成されている団体で、

かつ、次に掲げる条件を満たすものとする。

(１)社会教育法（昭和 24 年法律第 207 号）第 10 条に規定する社会教育団体であること。

(２)規約を備え、組織的かつ継続的に活動し、団体活動の本拠を市内とすること。

(３)事業計画及び予算を立て、計画的に活動を行っていること。

(４)定期的に会費を徴収する等自主的財源の確保に努めていること。

(５)社会教育に関する事業を行い、その成果が期待できること。

(６)政治活動、宗教活動及び営利を目的とする事業を行わないこと。

（補助対象事業等）

第３条 補助金の交付の対象となる事業は、次に掲げる事業とする。

(１)図書、記録、視聴覚教育等の資料を収集し、作成し、又は提供する事業

(２)社会教育の普及、向上又は奨励のための援助、助言等の事業

(３)機関紙の発行又は資料の作成配布の方法による社会教育に関する宣伝啓発の事業

(４)社会教育関係団体間の連絡調整の事業

(５)社会教育に関する研究調査の事業

(６)社会教育の振興に寄与する公共的意義のある事業

２ 補助金の交付の対象となる経費は、次に掲げるとおりとする。ただし、市長が適当でな

いと認めた経費については、補助金の交付の対象外とする。

(１)会議費（弁当代及びお茶代を除く。）

(２)補助費（社会教育関係団体を構成する各単位団体への補助を行うものをいう。）
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(３)事務費（慶弔費を除く。）

(４)旅費（事業の実施又は研修への参加に伴う交通費に限る。）

(５)消耗品費（事業の実施に関する経費に限る。）

(６)活動費（事業の実施に関する経費に限る。）

(７)研修費（親睦又は慰労に関する経費及び成果報告のない研修費を除く。）

（補助金の額）

第４条 補助金の額は、前条第２項本文に規定する経費の額以内の額とし、かつ、毎年度予

算の範囲内において市長が定める額とする。

（交付の申請）

第５条 補助金の交付の申請をしようとする者は、毎年度５月末日までに、春日部市社会教

育関係団体事業費補助金交付申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。

（交付決定の通知）

第６条 補助金の交付決定の通知は、春日部市社会教育関係団体事業費補助金交付決定通知

書（様式第２号）によるものとする。

（状況報告）

第７条 補助事業者（規則第２条第３号に規定する者をいう。以下同じ。）は、市長の要求

があったときは、補助事業等の遂行の状況について、当該要求に係る事項を書面で市長に

報告しなければならない。

（実績報告）

第８条 補助事業者は、当該補助事業が完了したとき、又は補助金等の交付決定に係る会計

年度が終了したときは、市長が指定する期日までに春日部市社会教育関係団体補助事業実

績報告書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。

（補助金の額の確定）

第９条 補助金の額の確定の通知は、春日部市社会教育関係団体事業費補助金確定通知書

（様式第４号）によるものとする。
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（補助金の交付）

第 10 条 補助金の交付の請求は、春日部市社会教育関係団体事業費補助金交付請求書（様

式第５号）によるものとする。

（書類の整備等）

第 11 条 補助事業者は、補助事業等に係る収入、支出等を明らかにした帳簿を備え、かつ、

当該収入及び支出等についての証拠書類を整備保管しておかなければならない。

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業等の完了の日の属する会計年度の翌

会計年度から５年間保管しなければならない。

（その他）

第 12 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。

（春日部市社会教育関係団体事業費補助金交付要綱の廃止）

２ 春日部市社会教育関係団体事業費補助金交付要綱（平成 30 年３月 28 日制定。以

下「旧要綱」という。）は廃止する。

（経過措置）

３ この要綱の施行の日前に、旧要綱の規定によりなされた手続その他の行為は、こ

の要綱の相当規定によりなされた手続その他の行為とみなす。

（要綱の見直し）

４ 市長は、補助金支出の効果の検証を毎年度行うものとし、その結果に基づいて令

和 13 年３月 31 日までに要綱の制定改廃その他必要な措置を講ずるものとする。

一部改正〔令和７年要綱 162 号〕

附 則（令和７年 12 月 25 日要綱第 162 号）

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。
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